
地方公営企業法適用までの経過 

岡山県備前市下水道課 

地方公営企業法の適用について 

適用のきっかけ 

平成 17 年 3 月 22 日に備前市、日生町、吉永町が合併しましたが、各市町で公共下水道、

特定環境保全公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水、個別排水処理、個人浄化槽設置補

助などの事業で整備していました。     資料１：備前市下水道事業整備区域図 

・各旧市町の使用料を統一のため、適正な料金改定について下水道審議会、議会等の中で

審議され、経営改善を求められこと 

・総務省から下水道事業繰出金に係る財政措置の変更があったこと（汚水・雨水の割合、

交付税措置 49%→42%、高資本対策費など） 

・もうすぐ公共下水道に地方公営企業法の適用が義務化されるといわれはじめたこと 

以上のことから平成 23 年度からの適用を目標とし、平成 20 年度、21 年度に基本計画策

定、資産調査、平成 22年度に支援業務をコンサルタントに委託しました。 

平成 22 年度に委託業者から支援を受けていましたが、法適用の義務化がなかなかされな

いこと、係職員が、財政、システムに詳しくなかったことから、平成 23 年度に移行できず、

平成 26 年度を目標に変更しました。 

① 基本方針の策定

法適用範囲 … 一部適用（財務適用等） 

対象事業  … 公共下水道、特定環境保全、農業集落、漁業集落

個別排水処理は、他事業で整備した浄化槽が含まれていること、縮小

を検討していること、赤字額が大きく基準外繰入が必要なことから個別排

水処理は除外しました。 

人員体制  … 業務係３名（係長 1名 係員２名）

総務課と協議しましたが、増員は認められず、現在いる職員で通常業

務を行いながら、公営企業会計移行に対応することになりました。 

システム選定… 備前市の基幹系システム、企業会計システム（上水道、病院）と同じ業

者に決めました。 

② 固定資産情報の整備

(1) 整備手法・整理単位とその理由 

○管路施設

工事単位とし、１工事を１資産とし延長のみの管理としました。 

（理由） 

下水道台帳にある実体資産との照合は煩雑な作業であり、また、工事設計書がな

いものもあり、特定が困難な管路が多い。 

備前市水道事業と同じ整理単位にあわせる。 
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耐用年数が異なるものが少ない、また、耐用年数経過前の移設等が考えられにく

い。除却時の残存価格の取り扱いについては古い資産から除却すると仮定します。 

○処理場・ポンプ場施設

改築・更新の取替単位を基本に整理する。「工事台帳」、「設計書」、「竣工図書」に基

づき資料調査し、実体資産との照合を行うこととしました。 

（理由） 

施設については機器の種類が多いうえ、主要設備の耐用年数が比較的短く、改良

や更新の頻度が高い。 

(2) コンサルへの委託内容・役割分担 

○役割分担

最初に市が、コンサルの要求する調査、必要資料を用意し、支援コンサルが資料を整

理し、固定資産管理システムへ入力できるデータを作成し、システム導入業者が入力す

る。 

○委託内容については、資料２ 公営企業法適用の委託概要表、資料３ 公営企業会計移

行業務委託抜粋を参照

(3) スケジュール 

資料４ 公営企業法適用スケジュール表を参照 

(4)留意点・苦労した点 

資産調査資料を準備するものが多く大変苦労しました。３市町合併したことから工事

台帳、設計図書、竣工図書、決算書、決算説明書などをそれぞれの庁舎、浄化センター

から探し出すことにもかなりの時間を要し、書類の整理もしてないものもあったり、処

分されていたり、探し出せないものもありました。書類の整理、書庫の整理は非常に大

切だと実感しました。 

③ 事務手続き

資料４ 公営企業法適用スケジュール表 

資料５ 関係部署との調整事項整理  参照 

④ システム構築

システムは、水道事業会計、病院事業会計が稼働中の本庁サーバーに追加構築し、下

水道事業は、デスクトップ１台、ノート２台で運用します。 

資料２ 下水道事業公営企業法適用の委託概要参照 

資料４ 公営企業法適用スケジュール表の④参照 
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【補足説明】 

  公営企業法の適用に関して、病院事業、水道事業など企業会計に熟知した職員の配置も

なく、増員もありませんでした。平成 25年度までに財政経験がある者、システム関係に経

験のある者、業務係の過去経験者で全般的に知識の豊富な者が配置されましたが、公営企

業法の適用については、ゼロからのスタートでした。 

  知識の構築については、支援コンサルからの情報と研修及び日本経営協会などの研修に

係員各自 1回以上参加しました。 

  資産台帳については、支援コンサルが資産評価を行い集計したものを開始貸借対照表の

基盤としました。以降は、会計システムにより管理するため、支援コンサルからシステム

業者へのデータ移行を行い、会計システムで運用し、更新については、随時、下水道課職

員で対応することとしています。 

  移行にあたっての経営アドバイザーは活用しませんでした。下水道事業の最大の難関は

資産評価にあったと思いますが、委託を受注したコンサルが、長年、基本計画から携わり、

施設、管路建設についても設計経験があったことから、下水道施設について詳しく、分類、

調査においても、スムーズに対応がとれたと思います。公営企業会計移行については、資

産評価の実務の面では経営コンサルより、設計コンサルの方が委託することには適してい

たと思いました。 

【今後の課題】 

  条例の整備、システムの導入、課職員の公営企業会計の理解など課題が多く、困難な作

業でした。 

・システム導入の考え方 

システムが水道事業をベースとした全国規模の標準形式であったことから、下水道事業

へのカスタマイズ行いましたが、現段階の知識では、改良なのか改悪なのかの判断もでき

ません。出来るだけ標準パッケージのまま運用して、不適切な部分は、そのたびに改良し

ていく方針としました。 

・職員の配置 

各市町村には、公営企業法を適用している水道事業、病院事業などがあるため、その事務

経験者が下水道事業を経験した後に、法適用を進めればもっとスムーズに移行できたので

はないかと思います。 
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下水道事業公営企業法適用の委託概要 資料２

岡山県備前市下水道課 

年 度 実 施 状 況 備 考 

20年度 ○公営企業会計移行業務委託

(1)基本計画策定

・資産調査及び評価方法をまとめた資産評価要領書の作成 

・法適用範囲の検討から法適用後の資産管理方針を含めた基本

計画書の作成 

(2)固定資産調査及び資産評価 

  ・資産評価要領書に基づいた管渠及び処理場施設の資産調査 

  ・評価作業の実施及び結果のまとめ 

委託料 25,410 千円

（20,21 年債務負担） 

20年度分:17,100千円 

21年度 

21年度分:8,310 千円 

22年度 ○公営企業会計移行事務支援業務委託

(1)条例・規定・科目設定

 ・法適用のために必要となる条例案等の検討及び作成 

(2)職員研修 

・法適用及び企業会計の基礎知識に関する内容についての講習

会の開催 

委託料 

1,764千円 

23年度 一時休止状態。 なし 

24年度 ○職員研修、システム選定、導入経費の予算化 なし 

25年度 ○システム導入

  システムのカスタマイズ、データ変換、当初予算作成など 

○支援業務委託

21 年度以降の資産評価 

年度別決算節別一覧、建設支出及び財源総括表、年度別工事一覧、工

事別取得資産一覧、固定資産明細書及び勘定科目別資産一覧、固定資

産管理システム用コンバートデータの整理 

導入支援業務として会計規則案の作成、予算科目及び勘定科目案の整

理、予算書作成支援 

委託料 

7,613千円 

委託料 

1,890千円 

26年度 ○4月から公営企業会計開始 公営企業会計システム

保守 648千円/年 

ソフトレンタル 

1,957千円 
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資料3

公営企業会計移行業務委託抜粋
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備前市下水道事業の公営企業法適用スケジュール表 資料４

①法適化基本方針の検討

　対象事業の検討 a
下水道事業、農業・漁業集落排
水事業、浄化槽整備事業

100%
農集、漁集は、法適化する。浄化槽
は、従前の特会で行う。

　法適用の範囲検討 a
下水⇒法適化、農集・漁集⇒法
適化、浄化槽⇒なし

100% 決定

　法適用の準備体制の検討 a 随時 100% 随時

　スケジュールの検討 a 随時 100% 随時

　法適化計画の策定 a 計画期間H20～25、策定済 100% [H25法適化計画]特交資料

②固定資産調査・評価

　調査基本方針の策定 a,b 前回評価と以降の評価 100%
25年6月契約、7月第1回打合せ　以降
は担当者aが引き継ぐ

　・資産調査方法 a
A社は関連資料を受け、評価作業に
あたる

100%

　・スケジュール a 100%

　資料等の調査 c H21まで評価済、H22～H25未評価 100%

　資産調査・整理 c H21分までの整理とH25までの評価 100%

　・取得価格の算定 c
各工事、委託の積上げを行い、財源
の配分は按分により算出

100% 25年度事業分の実績数値の入力

　・資産属性の整理 c
各契約による台帳作成、システムへ
の登録

100%

　資産評価 c 100%

　・法適化までの帳簿原価算出 c
24年度実績までの積上げと25年は予
算による振分け

100%

　・開始時帳簿原価の確定 c 100%
予算策定のため前期末の貸借対照表
を作成するため

　・次年度減価償却費の算出 c 100%

　・会計システムへのデータ投入 a
B社担当者へA社担当者から直接、入
力データを送付

100%

③法適化に伴う事務手続き

　組織・体制の検討 a ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理、人材育成など 90% 通常業務との配分、研修

　関係部局との調整事項整理 a 人事、会計、予算など 100% 調整項目を整理する

　職員研修 d 企業会計研修、システム研修 90%
研修会参加、システム研修など随時
実施

　条例・規則等の制定・改正 a 各種整備(各作業と並行して) 100%
11月議会に関係条例提案
規則、要綱等3月までに整備

　金融機関の指定等 d
財務適用で会計管理委任の方向なの
で出納と協議

100% 会計課と協議、支払事務委任

　新予算の編成 a
財務会計システムの予算作成後に新
システム予算を作成

100%
当初作成済、前年度末(開始時点の貸
借対照表が必須)

　・予算科目・勘定科目の検討 a
B社から同システムのC市データを入
手、A社に校正依頼

100%
12/12システムへ科目登録済
B社から説明を受けた

　・予定開始BS、予定BS a
A社に依頼、職員指導
当初予算の変換(官庁→企業)

100%

　・特例的収入・支出予算 a 100%

　・消費税の検討 a 消費税の算出方法など検討 90%
法適化と非適用の違いによる算出方
法の検討、美作市で研修予定

　打切り決算 a 100% 決算内容について財政課協議

　・資金計画 a
決算時点と開始後の運用
資金計画(財政・会計)

90%
繰入金、一時借入金、他会計借入金
など調整(財政課調整中)

　・予算繰越等の経過措置 a 出来る限り繰越はしない方針 100%
繰越も想定して検討　地方債班綱澤
氏に協議

　・出納閉鎖と決算作成 a 会計と監査と十分協議すること 90%
3月打切り決算、決算監査、決算統計
等

　・法適前年度の未収・未払 a 会計と十分協議すること 100%

　税務署届け a 瀬戸税務署へ相談 100%
会計方式が変わることでの消費税申
告の協議、届出は必要ない

　財務事務所(起債関係) a 会計の変更に伴う手続きなど 100%
他会計へ移譲、管理者の変更、口座
の変更は届出要

　総務省報告 a
開始後、すみやかに提出(市町村課
経由)

100% 総務省報告(市町村課経由)

④システム構築

　運用方針の検討 a 100% 業者選定、運用方針の決定

　会計システム導入 d
7月、B社とスケジュール調整
年間の概算スケジュール調整

100% 契約事務、打合せ等

　システム構築 d ソフト、ハードの納入打合せ 100% ハード搬入、設定

　システム運用 d テスト、講習、運用など 90%
科目登録など必要データ投入後、テ
スト開始

　システム運用費用等 d 当初予算計上 100% 当初要求済み

A社のデータ作成が遅れたため、B社
のシステム登録は1月以降。4月から
の運用に問題は無いが、当初予算議
案の原稿は手作りとなる。

A社に旧会計から企業会計への変換を
依頼（1月初めから、変換作業として
指導を受ける予定)

H24までは実績での評価(H24繰越事業
及びH25工事分は繰越額及び当初予算
額で仮評価）

3月 4月 5月 6月 7月 8月 6月 7月

11月末に評価作業を終了。
評価データは、B社のシステムへ取り
込むため、A社がデータ作成し、B社
へ提供。

26年度(移行)

9月 10月11月12月 1月 2月

24
進捗率 経過報告、成果品など担当者業務区分 これまでの経過、確認事項

3月 4月 5月

25年度
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関連部署との調整事項整理 資料５
岡山県備前市下水道課

項目 調整事項 財適 関連部局 担当 経過等
組織 移行後の職員給与事務フローの整理 ― 職員係 d 移行時期等の事務連絡のみ

人事関係の調整 ― 　〃 d 　　　〃
坂根分庁舎の維持管理費(光熱水費)の対応 ― 水道課 d 水道課と調整中
事務引継 ― a 3月までに引継書作成

経理事務 打切予算スケジュール調整 ○ 財政係 a 財政、会計と協議依頼中
引継ぎ金及び収納事務の移行調整 ― 財政係、会計課 a 財政、会計と協議中(出納事務は従来どおり)

移行前一般会計繰入金事務の確認 ○ 財政係 a 財政、会計と協議依頼中
移行前年度の予算編成スケジュール調整 ○ 財政係 a 要求書作成済(旧会計方式)
移行後の退職者給与、休職者給与の財源調整 ○ 　〃 d 財政係、職員係と協議
移行後の一般会計繰入金について ○ 　〃 a 財政、会計と協議依頼中

移行前年度の起債の申請時期及び入金時期の調整 ○
財政係、会計課、
財務事務所、市町村課

a 起債申請、借入事務など連絡調整中

移行後の起債発行事務フローの確認(申請事務及び銀行折衝等) ○ 財政係・水道課 a 財政と協議(水道課を参考)
移行後の一時借入金事務フローの確認(手順及び借入先等) ○ 会計課 a 会計課と協議中

会計間の一時借入の要請 ○ 水道課 a 財政係の考え方で変化。会計課との調整も必要

契約事務 契約検査事務、事務に対する経費について ○ 契約管理室 a 水道課を参考に現行通り希望
システム関連 導入システム ○ 情報政策係 d 選定、仕様、契約など

庁内ＬＡＮに関する調整 ○ 　〃 d 全庁及び水道部門との調整
ホームページ公表に関する調整 ○ 情報政策係、秘書広報係 c 3月中に作成

条例 条例・規程の改正スケジュールの整理 ○ 総務課行政係 a 年間スケジュール協議
条例・規程の新設・改廃(案)の作成 ○ 　〃 a 案の校正依頼等
条例・規程(案)の決裁 ○ 　〃 a

監査 例月監査の実施内容及び時期の確認(必要書類等の調整) ○ 監査事務局 a 水道を基準に協議
公営企業共通事項及び下水道事業独自事項の説明 ○ 　〃 a 会計規程の協議と説明

金融機関 出納取扱金融機関(指定予定)の銀行本店及び総括店に協力依頼 ○ 会計課 d
同行の関係者に対する法適用実施スケジュールの概要説明 ○ d
同行の関係者との契約書、協定に関する打合せ ○ d
収納取扱金融機関(指定予定)の金融機関に対する説明会の開催 ○ d
各金融機関から指定を受けることの内諾書を受理 ○ d
指定する金融機関、契約、協定書及び担保の徴収について決裁 ○ d
企業会計に対応する伝票・日報等手続き方法の確認 ○ d
年度末前後の収納金の取扱いについて ○ d

その他 広報で組織等変更を住民等に周知する ○ 秘書広報係 c
企業出納印、口座の印鑑や公印等の新たな製作 ― d
下水道関連施設の賠償責任保険等の申請手続き ― c
関連機関等に組織変更に伴う名称変更の周知 ― c

打
切

予
算

運
用

財務適用のみのため基本的には必要なし

会計規程の協議を行い、決定事項に関し
て処々の調整を行う(打合せ内容、時期に
応じて対応）
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